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Ⅰ序論　

近年日本におけるベンチャーを取り巻く環境は国、銀行、企業等様々な角度から制度改革、支援制度設けられ大きく変化している。

これまで３度にわたりベンチャーブームが起こっているが、いずれも失敗に終わっており、その要因には企業そのものではなく制度、環境によるものであったと考えられる。

ベンチャー企業とは高い成長を目標とし、急成長する市場を見つけ出し、大企業が真似できない技術、経営ノウハウ、商品の独創性などを持って市場に参入する中小企業であり、多くの面（商品、市場、組織など）で未知の世界にチャレンジするため、大きなリスクを伴う反面、市場の革新、占有状況によっては新たなスタンダード、ビジネスモデルを構築するなどハイリスクハイリターンな事業であると考えられる。

　具体的な企業としてIBM、アップルコンピューター、ケンタッキー等ベンチャー企業として成功し大企業へと成長した企業があげられ、具体例として発明品（ソフトウェア、ペースメーカー等）経営ノウハウ（ファーストフード、宅急便等の物流）があげられる。

 よくハイテク産業がベンチャー企業としとらえられているが必ずしも通信事業、携帯電話、半導体等のハイテク事業を指すのではなくバイオテクノロジー、教育、健康器具などにもベンチャーが存在し、昨今はバイオ産業や健康器具、健康食品、医療といった分野にもベンチャー企業が多く進出している。

ハイテク産業はたまたま市場の革新されやすい、設備投資が少ないといったベンチャー企業にとって都合の良い市場だっただけである。

Ⅱベンチャー企業の特徴

　　戦略

ベンチャー企業の一般的な戦略は市場の拡大、革新が予想される市場や拡大が予想されるニッチ市場に既存企業が真似できない独創的な技術、経営ノウハウを用いて、事業システムを築き、提案または市場に参入することであると考えられる。常に未知の世界にチャレンジするため市場の成長の速度を見誤る、大企業に同じような技術や価格で対抗されてしまうなどリスクも大きい反面、市場の広がり、革新状況によっては急成長する。どの市場にどのタイミングで、どのような技術、ノウハウに参入するかが、まず大きな戦略といえる。

　

また、設立間もないベンチャー企業の当面の目的は株式の公開であり、それも早い期間での株式公開を目標としているため事業は急成長できる、つまり利益率の高い事業でなければならないと考えられる。さらに薄利多売といった戦略や既に大企業が支配している市場に参入するには、流通ルート、ブランド力がなく、商品を販売するまでの製造、マーケティングや流通ルートの確保等で大きなコスト、時間がかかってしまい、それらを持っている既存の大企業にすぐに淘汰されてしまうためである。

さらに会社設立から販売してしばらくは環境、商品によっては多少の違いはあるが財務状態はほとんど赤字なのが普通であり、創立費（株式募集の広告費、定款認証、株式取扱機関への手数料）や開業準備費（土地建物の賃貸料、水道、ガス、電気、従業員の給料、通信交通費、備品、消耗品、保険料）といった先行投資、設備投資で支出が増える上、取引先も少ないので業績は赤字が続くためであり４～５年してようやく取引先も増え業務が軌道に乗り始めその後急成長し黒字に転じるケースが多く存在する。商品販売後も同様の問題に陥るのが普通であり、そのためベンチャーの事業は高利益の出るものでなければならないと考えられる。

　　組織

ベンチャー企業の一般的な組織の特長としてトップダウン型であること風通しの良い組織であることがあげられる。

設立当初、核となる従業員は友人や家族であることが多く、開発、経理以外のほとんどを経営者が直接管理しているケースが多く、意思決定、またそれが従業員に浸透するのも非常に早く、会社の末端まで把握することができ、非常に風通しの良い組織であり、経営者の知識、リーダシップ等の資質が事業に大きく反映される。

ある程度売上があがり企業が大きくなると今度は部門毎に責任者を置くようになるが、知名度が上がっていないこと、欲しい人材が即戦力であるということ、教育制度が整備されていないといった理由で中途採用や取引先やコネを使ったヘッドハンティングで人材が確保される。この場合も社長が直接人事を管轄しているケースが多く存在し、更に会社が成長するとその頃には人事、教育制度が確立され、社会的信用もあがることから一般公募で新卒者を中心に人材を確保し、それと比例して組織はさらに複雑化、独自色を増し、経営者は直接社員を評価せず専門に部門、管理者を置くようになる。しかし組織が複雑化しても既存の企業のように年功序列といった土壌はなく実力主義、社長の権限が強いといった組織形態は維持される。

　　資金調達

　日本のベンチャー企業の経営で最も恐れられている事が資金不足であり、ベンチャー企業のほとんどは設立間もない中小零細企業であるため有力なコネや信用、業績がなければどこからも資金を調達できなくなってしまう。業績は順調なのに資金繰りから突然倒産に追い込まれてしまうケースも多々存在する。

この要因はスタートアップ期と呼ばれる設立間もない時期には取引先も少ないので業績は赤字が続き、４～５年してようやく取引先も増え業務が軌道に乗り始めその後急成長するケースが存一般的であるためであり、逆に言えば４～５年で結果を出さなければどんなに優れた戦略、組織、経営ノウハウを持っているベンチャー企業でも眠る資金と呼ばれる在庫、売掛金等の存在もあり、キャッシュフロー（現金及び現金等価物）が一時的に不足してしまい倒産に追い込まれてしまうのである。

現在ベンチャー企業の資金調達の手段は民間金融機関である銀行やベンチャーキャピタル（ＶＣ）、政府系金融機関（中小企業金融公庫等）が中心だが、バブル崩壊以降どの資金調達手段も困難になっているのが現状である。特に銀行は第３次ベンチャーブーム（95年～）の際には従来の土地や有価証券といった有担保融資から知的財産を重要視した無担保融資が目立ったが98年頃から中小企業に対する貸し渋りが行われ、現在非常に厳しい状態が続いている。しかしながら昨今は中小企業金融公庫が様々なベンチャー支援策を打ち出すなど徐々に国の支援が強くなっている傾向も見られる。

資金調達方法は間接金融（銀行による融資）が一般的だがベンチャービジネスの場合ベンチャーキャピタルという特殊な金融機関が存在する。

ベンチャーキャピタルはあらゆるベンチャー企業の中からどのような市場に参入するのか、また参入する市場への十分な知識、経験を元にしたコンセプトや戦略、経営者のキャリアや資質等が大きな判断材料とされ、対象となった企業に株式購入という形で資金援助し、経営指導や人材派遣など側面的援助も受ける場合も存在する。援助した企業が急成長し株式を公開するようになると株価は大幅に上昇しベンチャーキャピタルは利益を得るという仕組みである。

Ⅲ　ベンチャー企業の形態

①　独立ベンチャー企業　　　

ほとんど会社としての信用が皆無の状態で役員のコネ、信用だけで事業を始める形態である。一般的に日本でベンチャーとして考えられている形態であるが

この形態は完全なトップダウン型であり、設立時は経営者の資質が会社存続の大きな鍵を握る。組織内の風通しが非常に良い事がこの形態の大きなのメリットであるがほとんどと言って良いほど経営資源を持たず商品の販売までにある程度の時間がかかってしまう等デメリットも多い。

ただし日本の場合開発やマーケティングに時間、金がかけられないため設立する時の事業は少ない投資で高利益が得られるものに限られると考えられる。

　　　ケーススタディ　ハイパーネット社

　　　会社概要

ハイパーネット社は1991年資本金1760万円で設立され、ハイパーダイヤル（ダイヤルＱ2を使用した電話回線で複数の会話、会議、伝言メール、カテゴリー別フォーラム等）のサービス事業行っていた会社であり現在は倒産している。社長である板倉雄一郎氏は1989年に設立されていた国際ボイスリング社で同様の事業を経営していたため、アスキーの元会長である郡司氏の支援を受けてハイパーネット社を設立している。この支援を受けた理由は同社が急成長でき近い将来の株式公開を目標としていたため、有限会社ではなく資本金１０００万円以上必要な株式会社にする必要があったと考えられる。

また、役員の殆どが取引先、知り合いを介してのヘッドハンティングであったのも同社の特徴である。

　　　事業内容

199２年にサービス開始後93年には1億5200万円の売上をあげていたが、その間ＮＴＴがダイヤルＱ２を使用するアダルト業者の抑制のためダイヤルＱ２を規制するようになっため、新たに1993年1月にIMS（Interactive　Marketing　Service）を開始している。　　　　　　　　　　　　

ＩＭＳとは、従来の懸賞やプレゼントの申込み、アンケートの媒体を葉書から音声応答装置による電話での受けつけで行う事業である。申込者、回答者は音声応答装置のガイドに従いプッシュボタン入力で回答し名前や住所等は音声を録音しオペレーターが入力するシステムであり入力されたデータはそのままデータベースとして蓄積されるのである。

従来の電話受付ではすべての項目をオペレーターが対応していたので一件の対応にコストがかかりすぎ、応募者側にとってもいちいち葉書で投函しなくてはならないなどIMSによって革新が予想される市場であった。ハイパーネット側もＩＭＳで必要となる音声応答装置や電話回線、それらに準じたソフトウエアはハイパーダイヤルから流用する事が出来たため、初期投資が少ないというメリットがあった。ところが95年インターネットが普及され始めるとＩＭＳ、ハイパーダイヤルという事業はインターネットで十分代替可能だと判断した板倉社長はハイパーシステムというプロバイダ料金が無料となる代わりにユーザーにインターネットと別のブラウザを提供しそのブラウザで広告を見せるというシステムで、すべての登録者に対しすべての企業の広告を送り付けるのではなく登録の際予めユーザーの嗜好をアンケート、データベース化しそれに準じた広告を出すという仕組みインターネット広告事業に取り組んでいる。

現在ではプッシュ型と呼ばれるインターネットにおける広告市場として存在しているがハイパーシステム開始時はこういった事業は存在しておらずハイパーネット社はサービス開始後すぐにインターネット広告市場のシェアを占有している。

　　　資金の流れ

ハイパーシステムにより売上こそは伸ばしていた同社だったが、ハイパーシステムでの初期投資はこれまでの事業に比べるとはるかに多額でシステムの開発に資金をかけすぎてしまい、資金不足からマーケティングに力が入れられない状態であった。

実際１９９７年の経常利益は売上７億８５００万円に対しマイナス９億８４００万円でした。この時点で当時知的財産権や将来性を重要視した第3次ベンチャーブームの影響で無担保で多額（２０億円）の融資を受けており、９７年後半から始まった銀行が自己資本比率維持のための貸し渋り対策を行ったためあっというまに資金繰りが回らなくなってしまい199７年１２月２４日負債37億円で倒産している。

また板倉氏個人についても１９９８年に負債２６億円で自己破産を行っている。ハイパーネット社が受けていた無担保融資は板倉氏の個人保証という形で責任を取らねばならず、負債の殆どを板倉氏が抱える結果となっている。

①　結論　なぜ失敗したのか

同社の一番の失敗要因は多額の融資でありそのほとんどを間接金融である銀行に頼らざるを得なかったことが挙げられる。同社では日本の株式市場では将来性があるが実績のない同社の公開が難しいと判断し、ハイパーシステム事業ではまずアメリカに進出しナスダックでの株式公開で直接金融による資金調達を目論んでいたが、アメリカでのマーケティング（代理店、プロバイダー、企業との契約）の失敗や日本でインターネット広告市場はほぼ独占していたが、市場は予想された広がりを見せなかったことが要因でアメリカ進出を断念している。

こういった背景には１９９７年からほとんどの銀行がいっせいに国際的な信用を得るための自己資本比率充実のために主として中小企業に対し俗に言う「貸し渋り」を行ったことがあり、確実に成長していたベンチャーとはいえ設立間もない一中小企業に過ぎなかった同社はこういった流れに逆らうことは出来なかったと考えられる。

どれほど優れた戦略、組織形態、をもっているベンチャー企業でもちょっとした内部の混乱でさえ企業の存続に関わることもあり必ずしも企業自身の実力だけでは成功できないのがベンチャービジネスだと思われる。

②　中小企業からの脱却　　
既存の中小企業が経営資源を生かし、大企業の下請けや成熟した市場から脱却し新しい市場に参入する事であり、近年外国製品の輸入や、主要取引先である大企業の業績不振により市場は狭くなっており既存の事業からの脱却が求められている産業も存在する。既存の経営資源をいかにベンチャービジネスの戦略に生かすかが大きな鍵となっている。

しかしながら、一般中小企業と比べるとリスクが高く今の事業を捨てるだけの決心がつかない経営者も多くいるのが現状である。

ケーススタディ　雪国まいたけの戦略　企業概要
2001年3月決算において現在売上高222億4700万円経常利益7億2500万円となっており、現在東証2部に上場している。主な事業はまいたけの製造、販売でありそのシェアはまいたけ市場の7割を占めている。

雪国まいたけの戦略

雪国まいたけは1983年設立され、以前はモヤシの人工栽培を中心とした太平もやしという個人企業であった。

社長の大平氏は当時新潟では製造されていなかった太もやしの生産、販売をしていたがある機械メーカーがもやし製造機を販売し始めたことによりもやし事業に見切りをつけ、当時高価だったまいたけを人工栽培することによって価格を下げることができると考え、その技術を研究のためもやし事業時の取引先からまいたけに関する基礎的なノウハウ（温度、湿度管理等）を教わり、天然ものと味、品質の変わらない人工栽培による大量生産が可能な技術を開発し、もやし事業での取引先を生かして市場に参入している。

市場参入1年後には増産体制に入り83年度日産350キロだった生産量は84年には７００キロ85年には1400キロと増産体制を進めており、これだけの思い切った量産体制は当時100ｇあたり300円だったまいたけ市場で同社が100ｇ200円で参入した事により市場が革新されると同時にまいたけの消費量もあがるなど「作れば売れる」という状態であったことが考えられる。

85年以後も85年日産3トン、86年6トン、87年9トンと大量生産を続けており、同社がここまで増産できたのは８６年の時点で大手ベンチャーキャピタルである日本合同ファイナンスが２億円を投資した経緯があり、資金の問題も第2次ベンチャーブームにものり多額の資金を持っていた事があげられる。

現在は１００ｇあたり１５０円とさらなるコスト削減を進め、同時にまいたけ産業に進出する他企業の排除にあたっている。まいたけ市場に主にエリンギを製造販売していたホクト社が参入し、同社は品質を上げホクトに対抗する傍らホクト社の主要事業であるエリンギ市場に参入するなど競争は激化の一途を辿っている。

また、キリンビールと健康食品であるブナハリタケの量産に向け共同開発するなど新しい市場の参入にも取り組んでいる。　

②　結論　既存の経営資源、量産体制

同社はもやし事業の経営資源を最大限生かしたためベンチャー企業のスタートアップ期に陥りがちな資金、取引先の不足を解消し、同社の驚異的な成長を助けていたと考えられる。

さらに、まいたけ産業という成熟した市場で味、品質の変わらない人工栽培という手法でまいたけの培養技術を開発、生産し、市場が急速に広がるという予測の元、一般的に過剰と揶揄された設備投資を行ったため大量生産が可能となっている。設立間もない同社にベンチャーキャピタルから多額の投資があったことも大きな要因と言えると思われる。

それは同社の参入によりまいたけ市場は革新されるとVC、経営者とも確信をもっていたためであり、市場、企業とも急成長期の間、大量生産による圧倒的なコストリーダーシップによって今日のシェアを築いていると考えられる。

③　CV（コーポレートベンチャー）　　

親会社または支援を受けて設立されたベンチャー企業であり、複数の企業が共同出資してベンチャー企業を設立するジョイントベンチャーという形もこの形態に含まれる。前の独立ベンチャー企業、中小企業から脱却したベンチャーの２つを比べるとベンチャー企業の特徴であるスタート時の人材、取引先、社会的信用の不足といったウイークポイントがなく、2つと比較するとかなりのハンデを持って市場に参入できるめ現在の日本におけるニュービジネス、発明品の中心はコーポレートベンチャーによるものである。

しかし、親会社と同じような経営、管理体制で臨んでしまうなど大企業の論理までが入ってしまうケースが多くベンチャーの特長であるリスクを恐れないこと、意思決定の迅速さが失われてしまいがちである。また、最近はそうでもなくなったが大企業からのCV出向者はいわゆる窓際社員や派閥争いに負けた従業員であることが多く、事業のアイディアを考えた社員と実際に経営する社員が違うケースがほとんどということも重なって出向する企業の知識についてあまり把握しないまま赴任してしまうというケースも存在している。

さらに出向した企業で経営に成功し会社が高成長してもキャピタルゲイン（株を保有することにより会社が成長し、株価が上昇した際に得られる利益）は基本的に取得できないこととなっている。それは、幾つかのＣＶがあった時確実に儲かりそうなコーポレートベンチャーと半信半疑のＣＶ出向する親会社の従業員では出向先に不公平が生じてしまうためであり、キャピタルゲインが得られない以上、実質はサラリーマンとほとんど変わらない状態で、親会社の評価を気にして目先の利益ばかり狙ってしまいベンチャービジネスの目標である急成長を狙う大きな妨げとなっていると考えられる。

　　　　　　　　

　

　ケーススタディ　もしもしホットライン社の戦略、組織（テレマーケティング）

2001年3月決算時には売上243億400万円経常利益33億200万円となっており、従業員は正社員436名に対しパート、アルバイトが5207名となっている。現在は東証2部に上場しており、また同社は1987年　当時三井物産情報通信事業部室長であった星野浩男氏が三井物産の資本金の４５％である4億5000万円の出資を受け、テレマーケティングを事業とする同社を設立している。

事業内容

同社の事業であるテレマーケティングは消費者からクライアントである企業の通信販売の受注、予約受付、資料受付等の代行の他にクレーム処理、ユーザーからの問い合わせ等を同社のオペレータが代行する「受信業務」とダイレクトメール送付、電話案内等を行いそのＤＭの開封促進、広告効果顧客満足度を調査、クライアントに報告する「発進業務」の2種類の業務を行っている。

応答、調査結果はすべて分析されクライアントに提出され、オペレーターはただ電話機の前に坐っているだけでなくクライアントである企業の十分な知識を研修させ受注、調査を行いながら作業の統計、企画、提案、システム化にも参加させながら代行を行っている。

戦略

アメリカでテレマーケティング市場は50兆円産業と呼ばれ、ＣＲＭ（カスタマーリレーションマネジメント）の重要性が認識されているが日本のテレマーケティング市場では日本経済新聞の調査で1996年1兆円、現在でも2兆円程度と今後市場の広がりが予想されるニッチ市場であった。

また、マーケッターの育成について同社ではアルバイトであるマーケッターに社員並みの教育、研修を与え、3ヶ月ごとに給与の査定を行い、アルバイトがアルバイトを管理するＳＶ職を設けるなどマーケッターの教育、人事制度に重点を置き、テレマーケティングサービスという商品の品質を高めることで他社との差別化を図っている。

さらに、同社はコーポレートベンチャーには珍しく降格もあるなどエレベーター式人事制度、完全実力主義を採用している企業であり、人事考課は年2回取締役会で昇降格が決定され、20代女性の上司に５０代男性部下というケースも存在する。

　組織の特長　　教育研修室

前述のように同社の重要な戦略はマーケッターの育成による差別化であり、そのため組織図にもマーケッタ育成のための組織が存在する。まず、教育研修室は年間４千人のアルバイトを採用している同社が他社より厳しく設定された採用基準と採用後の教育を支えている。採用後は導入研修と呼ばれる電話の応対、言葉づかいなど基礎を学び合格してから、ＯＪＴ研修と呼ばれる実際に業務に取りかかりながら指導される研修を受け、そのごレベルアップ研修を受けようやく一人前のマーケッターとして扱われるようになる。そういった研修すべてがこの教育研修室で管理されている。

クォリティコントロール室
クオリティコントロール室は同社事業の品質である５千人のマーケッターの電話オペレーションを管理する組織であり、高品質の維持のため実地視察やダミーコールと呼ばれる顧客を装って問い合わせをし同社の品質を確認している。設立後一貫して品質の差別化を行っている同社は旧組織図からこの教育研修室、クォリティコントロール室の組織は存在している。

③　結論

同社の大きな成功要因の一つとして親会社から出向した当時社長の星野氏が親会社の人事の考え方を持ち込まなかったことだとあげられる。前述のようにコーポレートベンチャーでは大企業的な組織や人事体制に陥りがちだが星野氏が親会社である三井物産と交渉を重ね、ある程度距離を置くことに成功し、加えて星野氏自身が親会社の評価を気にせず星野氏本人が考えたアイディアで事業に取り組み、同社に骨を埋める気持ちで出向したということが大きな要因となると思われる。

また、取るべき戦略として商品の高品質に目をつけマーケッターを育成することによって他社との差別化を行ったことも同社成長の要因となると考えられる。

Ⅳ　アメリカと比較する日本のベンチャー企業の問題点

社会的認識の相違
　アメリカの優秀な大学生の進路希望先はベンチャー企業家であり50代からベンチャー企業家に転身するケースもあるなど、ベンチャービジネス参加に積極的である。それと同時に大学教授が企業を経営すること、企業の開発に携わることが許されており、実際に大学教授が自分の研究をビジネスに結び付けベンチャー起業家となるケースが多く存在している。

また、日本における外資系企業のようにヘッドハンティングが盛んであり、会社を変える、転職する事が一流ビジネスマンの証であり、一種のステータスである。当然ベンチャー企業へ転職するケースも多くその企業が倒産してもすぐに別の大企業またはベンチャー企業に転職できるなど、ベンチャー企業を設立する、またはベンチャー企業に入社する事へのリスクは確かに高いがリターンも大きく倒産の際のリスクも比較的少ないと言える。

日本では2000年4月に国公立の大学教授が企業を経営することが許可されたばかりであり、また学生の就職希望先も大企業に入り定年まで職を変えない事が一流ビジネスマンの証だと考えられているためベンチャー参加には消極的だといえる。。それは、年功序列、終身雇用が土壌にあり、また、ベンチャー企業のような新規参入企業に市場が極めて閉鎖的であると考えられるためである。実際アメリカの開業率は１４％（廃業率１２％）となっているが日本はわずか６％程度と新規参入企業が少ないことがあげられる。

そのため中途採用に対しても極めて閉鎖的であり、もしベンチャーで失敗すれば、その後大企業に転職する事はよほどのスキルがない限り非常に難しいのが現状である。

投資、資金環境の相違

アメリカにおいては投資家の存在が確立しており事業に失敗してもまたやり直せる事があげられ、むしろ一度経営に失敗している起業家の方が成功するといわれており、ベンチャーキャピタルや投資家はその失敗を重要なキャリアとして判断する場合もある。

また、一般投資家のベンチャー企業への投資が盛んでありエンジェルと呼ばれる個人投資家も多い。エンジェルは元起業家でありベンチャー経営者であるケースが多く存在する。アメリカでは起業家と経営者が別というケースが多く存在し株式公開までを一区切りとして起業家は株式を売却し第3者に会社を譲ったり、後継者を見つけ株式を保有し続け、新たなビジネスを興したり、投資することが多いためである。

逆に日本では起業家と経営者はたいてい同一であり、社長が自分の会社という意識が強い事、簡単に身を引くことを取引先、銀行、従業員が許さないことが土壌にあると考えられ、さらにベンチャーキャピタルは存在しているが事業に失敗した企業家は会社の債務を個人保証という形で受けなければならずほとんどの経営者が自己破産に追い込まれ、社会的信用を失い二度と企業を興す事は出来なくなり、一般中小企業経営者と変わらないのが現状である。また、投資家の多くは会社で雇用され運用を任されているサラリーマンであるため投資してから５年以内に利益が生まれなければならないという鉄則もあり運用には極めて慎重である。

法律の相違
　アメリカでは資本金、株式両方とも規定が無く、会社登記手続きも州によっては取締役の情報と会社の名前だけで手続きが済む場合もあるなどアメリカではベンチャー企業を設立の際に非常に起業しやすい体制下にある。またナスダック等の株式市場の公開基準は日本の株式市場と比べるとそれほど大差ないが日本では公開基準以上の水準が暗黙のルールとなっているため実質はアメリカの公開基準の方が緩くなっている。公開基準はたとえ赤字であっても将来性を重要視している。

　日本では会社設立時に資本金は最低1000万（商法168条4）必要となっており、株式は1株5万円以上（商法168条３、但し1982年以前設立の会社は1株50円）と定められている。この体制下では設立が困難な上、多く株券が持てなくなってしまうと考えられ、投資する側にとっても株価が上昇したことによるキャピタルゲインがアメリカのケースに比べると非常に小さいといえる。

　　　　　　　　　　　　

Ⅴ　結論

アメリカのベンチャービジネスがミドルリスク、ハイリターンといわれる中で日本はまだハイリスク、ミドルリターンの段階ではないかと思われる。資金、雇用、法律、それぞれの面で問題がありこの３つは互いに連動しているためそれらすべてを解決する必要があると考えられる。

以下は社会的認識、投資、法律それぞれの問題点として考えられるものである。

社会的認識は日本企業が現在の年功序列を崩し中途採用等人材を流動化し、実力重視の人事制度を敷いていくなど企業文化そのものを変えていく必要があると考えられる。

資金は第一点として個人投資家を増やすための育成、支援、環境作りが挙げられる。第二点としてＶＣが独立し、長い視点で企業を支援していく必要があると考えられる。

法律は第１点として倒産時に個人保証にまで手が延びないようにすることで経営者のリスクを抑えることがあげられ、第２点として経営者の株保有を増やせるような額面株式を設定する、また、ベンチャー企業が株式公開による資金調達が出来るよう株式公開基準を見直すなど、経営者だけでなくベンチャーキャピタルが大きな利益を得られようすることが必要であると考えられる。

以上の点について改善される事でベンチャー企業を取り巻く環境は大きく変化しアメリカのような優れたベンチャー企業が現れるようになると考えられる。

